2 漁業の免許申請要領（様式）

様式１(区画、基本)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

区画漁業免許申請書
令和　年　月　　日

長崎県知事　大石　賢吾　様

住　所

氏　名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）※１　

　令和　年　月　日長崎県告示第　　　号によって公示された○区計第　　号第○種○○養殖業※２の免許を受けたいので、関係書類を添えて申請します。

　関係書類の表示※３
　　１　何々
　　２　何々

　　・
　　・
　　・
　　※１　共同申請の場合、選定した代表者の住所と氏名を記入する。また他の共同申請人の人数を「外＊名」と続けて記入する。

　　※２　免許申請要領Ⅰの７の（２）に基づき記入する。

　　※３　関係書類の表示は、「Ⅱ　添付書類の注意事項」等の必要書類を列記する。
なお、省略した添付書類については、関係書類の表示に書類名を記載したうえで「○区計第　　　号に添付したので省略する。」と付記すること。
手数料納付方法（該当する□にチェックを入れ、電子申請の場合には整理番号を記入のこと）
· 電子申請　〔整理番号：　　　　　　　　　　〕
· 端末決済　〔手数料納付済申出書に貼付　→　□ 利用明細書〕
· 納付書　　〔手数料納付済申出書に貼付　→　□ 納付済証　□ 照合票〕

様式２（共同申請）
代表者選定届
令和　年　月　　日

長崎県知事　大石　賢吾　様

住　所　　　　　　　　　　　　　　　※１
氏　名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
住　所

氏　名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
住　所

氏　名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
　下記のとおり○（共・定・区）計第　　　号（共同漁業・定置漁業・区画漁業）に係る共同申請の代表者を選定したので届け出ます。
記

　代表者　　　住　所

　　　　　　　氏名又は名称

　　※１　代表者の住所、氏名又は名称も記入すること。

　　　　　なお、共同申請者が多数の場合は、代表者の住所、氏名又は名称のみを
記載して、他の共同申請者は別紙として添付してもよい。

様式３（組合員名簿）
組　合　員　名　簿※１
	氏名又は

名　　称
	住所※２
	正・准

の　別
	漁業種類※３
	経営・従事の日数※４
	備考※５

	
	
	
	
	経営の日数
	従事の日数
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合　計　　　正　　名　　　准　　名


　　　※１　水産業協同組合法第３１条の２の規定により組合に備えてある組合員名簿を基に作成のこと。

　　　※２　住所は省略せず、字名等まで記入すること。

　　　※３　漁業種類の欄には主たる漁業種類を記載する（同等の漁業がある場合、併記する）こと。
なお、養殖業については魚類養殖、くろまぐろ養殖、藻類養殖のように記載すること。
※４（１）同一人が経営及び従事を併せて行う場合は、「経営の日数」欄と「従事の日数」の欄に各々記入すること。
（２）経営とは、その人の名において漁業を営むことをいう。

※５　備考欄には、世帯主の場合に○印をつけること。

世帯主でない場合は世帯主の氏名を記入すること。
　　　※６　総会開催日時点の組合員名簿を使用すること
様式４（定、経営団等）
構　　成　　員　　名　　簿

	氏名又は

名　　称
	住所※１
	正・准

の　別
	漁業種類※２
	経営・従事の日数※３
	備考

	
	
	
	
	経営の日数
	従事の日数
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


	
	
	
	
	
	
	

	合　計　　　正　　名　　　准　　名


※１　住所は省略せず、字名等まで記入すること。

※２　漁業の場合は、漁業種類を記入し、漁業以外の場合は、農業・商業等と記入すること。漁業種類は主たる漁業種類を記入すること。
※３（１）同一人が経営及び従事を併せて行う場合は、「経営の日数」欄と「従事の日数」の欄に各々記入すること。
（２）経営とは、その人の名において漁業を営むことをいう。
様式５（定置、区画）
漁業に関する職歴

１　住所
２　氏名
３　漁業に関する職歴

	期間及び時期
	営んだ漁業の種類
	従事した漁業

	
	
	漁業種類
	経営者の氏名

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


　　上記のとおり相違ありません。
　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名
様式７（区画、継続漁場）

関係地区内の当該漁業者の世帯数を証する書類※１
	区　　　分
	当該漁業を営む者
	備考※３

	
	組合員
	非組合員
	計
	

	個人※２
	漁業者数
	
	
	
	第○種

○○○養殖業

○区計

第　　　号

○○市

○○町

･･

･･

	
	同上世帯数
	
	
	
	

	法人
	法人数
	
	
	
	

	
	構成員又は社員のうち当該漁業の漁業従事者の数
	
	
	
	

	
	同上世帯数
	
	
	
	


　上記のとおり相違ありません。

　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　○○漁業協同組合
　　　代表理事組合長　　　　　　　　印

※１　関係地区内に住所を有する者についてのみ記入すること。 

なお、「関係地区」とは、漁場計画を公示するときに定めるものであり、定款の組合地区と同一でない場合があるから注意すること。

※２　「個人」の欄には、漁業従事者は含まないので注意すること。

※３　備考欄には、公示された漁業種類及び名称、漁場計画番号、関係地区を記入すること。

様式８（区画、新規漁場）
関係地区内の沿岸漁業者の世帯数を証する書類※１
	区　　　分
	沿岸漁業について年間９０日以上営む者
	備考※３

	
	組合員
	非組合員
	計
	

	個人※２
	漁業者数
	
	
	
	第○種
○○○養殖業

○区計
第　　　号

○○市

○○町

･･

･･

	
	同上世帯数
	
	
	
	

	法人
	法人数
	
	
	
	

	
	構成員又は社員のうち当該漁業の漁業従事者の数
	
	
	
	

	
	同上世帯数
	
	
	
	


　上記のとおり相違ありません。

　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　○○漁業協同組合
　　　代表理事組合長　　　　　　　　印

※１　関係地区内に住所を有する者についてのみ記入すること。

なお、「関係地区」とは、漁場計画を公示するときに定めるものであり、定款の組合地区と同一でない場合があるから注意すること。

※２　「個人」の欄には、漁業従事者は含まれないので注意すること。

※３　備考欄には、公示された漁業種類及び名称、漁場計画番号、関係地区を記入すること。
様式９（定･区、組合自営）
組合の営む当該漁業に常時従事する者の名簿

	氏　名
	住　所
	年間従事日数
	当該組合の組合員か又はその世帯員かどうか※１
	職 務 内 容

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※１　組合員は○、組合員と同一世帯員は△、組合員以外は×印をつけること。
様式１０（定･区、自営）
事　業　計　画　書※１
１　事業主体名
２　経営方法の概要
３　事業所又は作業所
	事業所又は
作業所名
	所　在　地
	職務内容従事者数※２

	
	
	
	
	
	
	合　計

	
	
	
	
	
	
	


４　資金の調達
	科　目
	金　　額
	備　　考

	自己資金
	
	

	借入金
	
	　※３

	その他
	
	

	計
	
	


５　収支目論見書

	年　　度　　
項　　目
	初　年　度
	２　年　度
	３　年　度

	総水揚金額
	
	
	

	経

費
	労賃
漁船、漁具及び諸施設費
その他の経費
	
	
	

	差引収益
	
	
	


６　資源管理の取組（定置のみ記入）
	取 組 み 内 容
	対象魚種
	時　期

	
	
	


※１　２件以上の区画漁業又は定置漁業につき申請する場合は一括して作成のこと。
※２　従事者数は、その職務内容（例えば、あこや貝養殖の場合、海事、貝掃除等、定置の場合は、船長、漁労長、漁夫等）によって区分し、記入のこと。

※３　借入れする相手先を記入のこと。
様式１１（区画）
漁 場 利 用 計 画 書※１
○区計第○○号
	養殖物の

種名
	筏、いけす、ひ

び等の規模※２
	筏、いけす等の

設置台数※２
	養殖数量※３
	行使予定者数※４

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


　　　※１　初年度について記入すること。

　　　※２　行使規則の記載内容との整合性をとること。

　　　※３　養殖数量については次の単位で記載すること。

　　　　（１）魚類、えび等の場合　魚種ごとの尾数

　　　　（２）のりの場合　　　　　ひび枚数

　　　　（３）貝類の場合　　　　　母貝・・・貝数
　　　　　　　　　　　　　　　　　かき、その他・・稚貝の個数
　　　　（４）藻類の場合　　　　　種糸の長さ（ｍ）

　　　※４　漁協が管理漁業権として申請する場合のみ記入のこと。
別記様式
免許の適格性に関する申立書
令和　　年　　月　　日
長崎県知事　　○○○○　様
申請者　住所
EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps16 \o\ad(\s\up 11(ﾌﾘｶﾞﾅ),氏名)（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
当該漁業免許申請に係る免許の適格性について、漁業法第72条第1項第1号から第4号のいずれにも該当しない者であることを以下のとおり申し立てます。
１．暴力団員等に関する事項（該当する場合は□にチェックを入れること）
　□　申請者は下記（１）から（４）までのいずれにも該当しないことを誓約します。なお、当申立が虚偽であり、当内容に反したことにより、当方が不利益を被ることになっても、異議は一切ありません。
（１）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員又は同号に規定する暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団員等」という。）
（２）申請者が法人の場合にあっては、その役員又は漁業法施行令（昭和25年政令第30号）で定める使用人（操業又は漁労を指揮監督するもの、若しくは養殖を管理するもの。以下「使用人」という。）の中に暴力団員等に該当する者があるもの
（３）暴力団員等によってその事業活動が支配されている者
（４）申請者が法人の場合にあっては、その役員又は使用人の中に暴力団員等によってその事業活動が支配されている者に該当する者があるもの
２．漁業に関する法令の違反に関する事項
〔違反経歴〕
	違反年月日
	違反法令名
及び条項
	司法処分
	行政処分(停泊命令等)

	
	
	確定日
	処分の内容
	命令日
	処分の内容

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合　計
	－
	
	件
	
	件


　　※　申請日の前日から起算して過去５箇年において、漁業に関する法令違反による司法処分又は行政処分を受けた事実があれば、必ず記載すること。
３．労働に関する法令の違反に関する事項
〔違反経歴〕
	違反年月日
	違反法令名
及び条項
	司法処分

	
	
	確定日
	処分の内容

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合　計
	－
	
	件


　　※　申請日の前日から起算して過去５箇年において、労働に関する法令違反による司法処分又は行政処分を受けた事実があれば、必ず記載すること。
４．適格性を有しない者による経営の支配等に関する事項
	役員又は使用人等の氏名・ﾌﾘｶﾞﾅ
	住　所
	性別
	生年月日
	適格性基準該当の有無

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※　法人の場合は当該法人役員及び使用人全員の氏名・フリガナ・生年月日、住所を記載すること。また、「適格性基準該当の有無」欄には漁業法第72条第1項第1号から第4号に該当する又は該当しない旨を記載すること。
	共同経営者等の氏名・ﾌﾘｶﾞﾅ
	住所
	性別
	生年月日
	適格性基準該当の有無

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※　共同経営者全員の氏名・フリガナ・生年月日、住所を記載すること。また、「適格性基準該当の有無」欄には漁業法第72条第1項第1号から第4号に該当する又は該当しない旨を記載すること。
2

